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親段階における農民層分解についての一考察

-畜産大規模経営の性格規定をめぐって -

佐 郎

1 は じ め に '
2 畜産大規模経営の成立とその性格

( 1) 畜産大規模経営の成立要因

( 2 ) 畜産大規模経営の性格

3 省産大規模経営と農民層分解

( 1 ) 畜産大規模経営と生産力格差

( 2 ) 畜産大規模経営とr農産物価格形成における 

生産論J 的限界J
( 3 ) 小括

4 むすびにかえて *

層への集中化としてあらわれることを厳調する中農壤 

準化論（ないしは中農肥大化論）との対立.を軸として展 

開されてきた。そしてその過程で，特に昭和35年以降

の農業の動向に関速して，りI 業の資本主義化は完了 ,1)
したI とする，いわば南極分解論の急進派ともいうべ

き見解が伊藤喜雄氏，そして若-千ュュアンスを異にす( 2 )
るが，梶弁功氏によって提起され，論譲はそれなりり

活況を呈している。特にそれぞれの立場からの実諷分
( 3 )

析は徽密なものになっており，逆にその緣密化が分解

論の本来の課題を見失わせてしまうのではないかとい 

った危惧をいだかせるほどである。

はじ.めに

戦後わが国における農民層分解論は，伝統的なニつ 

の見解，すなわち，さまざまな現実的条件を考慮しな 

がらも分解を依然としてその古典的形態—— 資本家階 

級と労働者階級とへの農民層の分解一の貫徹として 

とらえる商極分解説と，資本主義の一定の発展段階に 

おいては分解はその古典的形態とは""^1矛盾する中間

ところで，戦後日本農業の展開過程において，農民 

履分解論の、かなる立場からも否定しえな'/、事実とし 

て指摘しうることは，そこにおいてなお資本家的経営 

が支配的になるには至っていないことである。両極分 

解諭の魚進派が「農業の資本生義化は完了したJ とい 

うにしても，それは「雇用労働者なき資本家的経営J 
といったそれ自体矛盾した想定にもとづいズのことで 

あるし，まして [正統] 的な両極分解論者は，わが0 ’

法（1 ) 供 鮮 满 「中/̂ の消戚とあたらしい上層i i j  8*農業協同組合』昭和48年5月号♦ .85ページ。

( 2 ) か蔣喜雄，前掲論文およびr現代日本農民分解の研梵j 御茶の水書昭和48ギ。梶弁功r基本法農政下の農業題J 
束大出版会昭和45年, r小企業ilftの存力:条沖J 東大出版会昭和48年など。これらの問屈提起に関する論爭について

• は 『農業協同組合J 昭和4妳』月せから12月号までを参照。

( 3 ) 例えばごく最近に属するものだけでも，前掲0り货，昵Ji:同氏の労作のはか,-:)|盤 降 ST禽他一，陣峻衆三編r戦後日 

本のi i 業と盤民J 新評論昭和43年，r国家独資本主義と農業j 上 •下大月書；*U, 昭和46年，およ，びm代萍一，宇 

野忠義，宇佐美繁共:著 （■殷W層分解の構造J 御茶の水書153昭和50.年，お橋俊治* 御園喜博編r兼業農業の構造j 束大 

出版会昭和50年，iVffl寛- -編 「労働市場の展開と擬民層分解^廣文協旧和49架など多数がある。

( 4 ) 大力氏によれぱ，傷民層分解論はf資本主義的諾閲係のなかに深くまきこまれながらも，それ自体としては前資本主 

義的な形態をあ=易に朱わない聘民旧が, いかなる経済的諸条仲によって规制され, いかに変質しつつあるか，その結果 

として，廣民層はいかなる陪級的性格を与えられつつあるかを明らかにするJ (大内力「日本における農民層の分解J
大IH版会昭和 44年, 1 ページ）点で農菜nSj題研力iの帰站をなすものである。との点は農民層分解を間題にする場合, 

常に銘記されなけれぱならないであろう0 

なお，大內氏の祝点を受けて賤民® 分解論論議を批刺的に検射したものとしては，佐伯尚美 r現代廣業と廣民J 来大 

…版 会 I附 fl5啤がある。 .
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現段階における農民層分解についての一考察

の今日の襄業において，資本家的経営，が一般的に成立 

していると主張しているわけではない。

一般に農業においても資本家的経営が成立するのは， 

1 つには生産過糖それ自体にお1̂、て 1T利潤部分を 

範晴として成立せしめる程度の『不等質次元』的な生 

廣力の格差J が存在する場合， 2 つには生]^カ格達が 

上述のはどではないにしても，その生]^物の需耍弹力 

性がきわめて高く,それとの関連で生摩量を飛躍的に 

糟大させうる場合であると考えられる。とすれば戦後 

日本農業にお、てなお資本家的経営が支配的たりえ，て 

いないことは，そこにおいてこれら2 条件がなお湖た 

されていないことを意味するものであろう。'そしX そ 

れが満たされないことの理由は，簡単にいえば前者に 

ついては生産力発展め基礎としての経営耕地面積の掀 

大が制約されているP と，生産力発展を主導する労働 

手段をつうじて独占資本支配が存在するとと，そして 

後者については，農業の15生産構造上の地位，需耍弹 

力性などとの関速で農産物需要が（■可処分国民所得の 

うち相対的にヨリ少ない部分に依存し，農産物価格形 

成の水準はその枠によって服界づけられるJ といった 

関係，すなわち「農産物価格形成における.^ぽ4̂ 库論』 

的限界J :の存在，,であるといえよう。

もっとも, 戦後日本m業にオ。，いて資本家的経営が全-
く存在しないという ことではなく,とわけ経営規模

の拡大が経営耕地面積からはぽ独立レて，資本投下量

に体存するようにな•た部門（畜雇, ' 、クス栽培等） K
おいて，それなりに：f t民層の上向的展開，さらには農

外資本による直接的経営が成立していることも事実で

ある。そしてそのことは，南極分解論者によって今日

における農業の資本主義化の例証として强調されるこ ( 8 ) ■
とにもなっている。

そこで，我々は本稿におぃて，下向分解が庄倒的な 

兼業化として進展しながら，上向的展開が資本家的経 

営の- -般的成立としてではなく，結果的に家族労作経 

営の枠内での想摸坡大にとどまってぃる,とぃう戦後 

日本農業における農民層分解の特賞を確定するつの 

手がかりとして，農業部門内でも農民層の上向的展開 

に閱速して特異な問題を提起しズぃると考えられる畜 

産経営, しかもその大极摸経営に着目し,それが一般 

的な農民層分解の特質とどうからみ合って，どのよう 

な問題を提起してぃるのか，とぃった点を檢討するこ 

とにしたぃ。

2 畜産大規模経営の成立とその性格

( 1 ) 畜産大規模経営成立要因

わが国にお、て畜産が，農業に和、ける主要な部門 

として形成されたのは，さはど古ぃことではない。)戦 

後およそffS和30年代前半までめま産は，依然として戦 

前的なぃわゆる有き農業の一環として副業がj に営まれ 

てぃた。変化は昭和35年〜40年の問に明確になった。 

をの主要な方向は，副業的畜産経営から,飼料生か 

らは切離された唐作的な商品生産的畜産経営,への純イ匕 

傾向，したがってその内部に経営階層を析出させ，そ 

の上層への生達の集中化を促進する傾向としてとらえ 

られた。そうした变化をもたちした要因を考えてみよ

ぅ.。 ‘ ベ り - 
まず第一に需要側の-要因 として， 高度成長第1 ラゥ

ンド. （昭和30年〜36年）の展開にもとづく賞金その他一

般的な所得上昇が畜産物消費を湖大させたことである。

例えば第1 表にみられるように，労働者の奨質賃金は，

不況時に仲び率の鲍化はみられるものの，年々上昇の

注( 5 ) 常盤政治r戦後日本資本主義と農業撒gj r i 地制度史学』游40号，45ページ。

( 6 ) 常盤政治「戦後日本資本主義の再生途構造における農業の地位J 『土地制庇史学J1第12号,、10ページ。

( 7 ) との点，詳細については常盤政治前掲ニ論文を参照。

( 8 ) 例えぱ，晦峻聚ニ f国家独占資本主義のもとでの農民層分解J , 前掲 r国家独占資本主義と廣業』下巷，を参照。 -
( 9 ) 畜座‘大斑摸経営といっても，それに絶対的な基準があるわけではない。「多頭飼ぎという言葉は文宇どおり，相対概念 

であり, その時期における社会的背景のもとにおいて，一般の、零細飼ぎより，頭数規模が大であるというととから使わ 

. れていた。それ故, 多頭飼育が何碩以上ということは一概に、えるととではなく，それぞれの地城における地代♦労貧 

水準の墓など社会条件と自然条件によって，谱経営の形態や担摸のもつ意味は與ってくるて*あ ろ う （機辺秀俊 

「畜産経営学J 恒星社厚生閣昭和42年, 56- 5̂7ページ0 ) ここでま座大規摸経営というのも，こうした意味力の相対 

的な概念でのことにはかならない0
(10) r約言すれぱ，わが農業においては欧米諸国におけるような寄産の重要性は認められず, 明治初期に政府力*、移植しよう 

とした欧米的畜産形態は発育せず，日本的形態の畜産として，耕種農業, とくに米作の補究的役割を果たし, をのわす， 
かな位置を与えられていた* J (栗原藤七郎r 日本密産の経済構造J 東洋経済新報社昭和37年，5 ページ♦)

( 1 1 )この間の事情については，松尾幹之r奋ま経済論J 御茶の水書房昭和42年，および農林激奋産局编r帝座‘拓達史，別 

篇J 中央公論事業出版•昭和" 年，を參照。 •
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注）I , 農林省r廣寨観厕j より作成。（原資料は絶理府「家計調查J)
2 . 指数の基準年については鶴肉のみ資料の関係上昭和33年をとり，他はすべて昭和30年としている。ただし

ま鳥卵については個数表示と重量表示が一貫していないため昭和30年，38年を便宜的に基準年としている
3 . 飲用平乳は180c.(iを1本に換算。 ’ ，

注（】2) このことは肉類の中でも相対的に高価格な牛肉の消費量が減退傾向にあるのに対して，この間に価格低下が著しい腺肉， 

愈肉の消費量が激増傾向にあることからも知られる0 , 一

. ( 1 3 ) 例えぱ肠飼養戸数は，昭和35ギSO万戸，40年72万戸，45年44方戸，50i{i22万戸，採卵鶴個養戸数は同じ期間に384方戸* 

279万戸，170方戸, 51方戸といづた推移をたどっている。

( 1 4 ) いわゆるアイドルレ‘ バーの廣滅化を目的として所得の絶対的地大があれぱ，それがいかに少額であろうと畜産経営を 

維持する場合などがそれである。

( 1 5 ) 総供給;f t に対する濃厚料比率は，昭和35ザぶ3 .8 % , 40年59 . 9 % ,また輪入濃厚飼料比率は同じく18 .0% , 33 .4^ , 濃 

厚飼料総供給S に対する後あの比率は33 .5% , 5 5 .8 % となっており，個別経営における購入飼料比率は，同じ欺間に乳 

パ沖で56.0% , (30‘5%,肉膝で 5 9 8 6 ‘8% , 養努ぱ'1 ( ^ 0 % ,となゥている。

なお，飼料の輪入依存については堪に量的堆大にのみならず，質的にとりわけアメリカへの依存度を強くしている点 

に注意しでおく必要がある。との点， 义廣 r飼料問]® —その核心と打開策J r 農業と経济i 旧和が年2 月号参照》

—— -104 (608)

缀测:ggaをほなm まめピぱズ在海>を说•かボ、

Lffl学会雑誌J 72卷 4 号 G979年8月）

第 1 表実質赁金指数 (規ま30人以上）

昭和 30^ ^100 対前年比 (％ )
X 全鹿業 製造業 全産業 製造業 -

昭30 100 100 106.2 105.0
34 118 119 104.8 106.3
35 122 124 103.7 104.2
36 129 132 105.6 106.0
37 133 135 103.3 102.2
38 135 137 101.8 101.7
39 143 146 105.7 106.4
40 147 148 102.7 101.9

注）経済企画庁 r経済便覚J より 

一途をたどっており，またそれに照応する形で畜産物 

の消費は第2 まにみられるように,，相当の増大をとげ 

ることになった6 農廣物の中でも畜産物は需要弾力性 

の高い生産物であるといわれるが，ここにその実証を 

みてとることは容易であろう6 をして，このような需

要動向は言産を成長部門としてみとおさせ，畜産の生 

産構造にも影響を及ぼすことにもなったのである。

第二に供給側の要因であるが，まずとの間の農外兼

第 表 1世帯当り畜産物の年間消費量および同指数(人口 5 方人以上の都市)

業機会の増大が畜産による副業収入を農外兼業収入に 

よっておきかえることを可能にした点fc注意しておく 

必要がある。それまでの零細な副業収入に比べれぱ，

農外兼業収入はそれなりに『有利」セあったといえる 

が, そうした農外兼業収入機会の増大は，一方で家畜 

飼養戸数を激減させることになり，他方では残存する 

畜産経営を,経済合理的な採算を無視する場合を除け 

ぱ,同じ労働投下によって少なくとも農外兼業収入と 

同程度の得が得られるはどの内実をもつものにさせ 

ることになったのである。 , \
さらにそうしたr選狹J の結采，畜座経営として残 

存することfcなった経営については，何よりもそこで 

の飼料基盤の変化にま目しなけれぱならない。すなわ 

ち，この間に飼料基盤は粗飼料に比べて濃厚飼料への 

依存を強め，その濃厚飼料を中心,に畜全体としては 

輸入依存を強め，個別経営的には自給飼料に比べて購 

入飼料への依存を強めるという形の変化をとげている 

のであ( f V そして, こうした飼料基盤の恋化は， 方

肉
計 牛 肉 脉 肉 鶴 肉

欲 用 牛 乳 鶴 卵

消費量(g )i指数 消費量（g ) i指数 消費量（g) i指数 消費量（g) i指数 消費量(本) i指数 消費量(個)i指数
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現段階における廣民層分解についての-^考察

それによって 
(m

息出したJ ともいわれうるが,

ではまj t を飼料生まから切り離されたr加工業的ま産J 

すなわち，輸入濃厚飼料を生原料とした配合飼料を購 

入し，それをま逾物に加工するとい•：>た形態のものに 

するこどになった。旧来の副業的畜まと比較すれぱ， 

r省産は畜としての自立的発展の道を 

同時にそうじた畜産経 

営は，その根幹を飼料資本にま配されうるという関係 

をも認i しておく必要があもう。

また,愈科基盤の变化は他方で全体としての畜産生 

力水準を弓l i i げることにもなった。っまり配合飼料 

を根拠としてこそ大量飼育方式（養腺におけるデンマー 

ク式膝舎, 養藥に:}3けるレ…ジ飼など）が普及することに 

なり，さらに自動給M施設の導入，短勘効傘的飼まに 

邁した品種の改良; ( 特に外国ま原種の輸入)も可能にな 

ったのである。加えて, 人：！:乳，人工技精などめ技術 

進ジJ：;がみられ,全体としての畜産生摩力水準は引上げ 

られ，，平 . 膝小屋，鶴の放し飼い,というイメージで 

語られた畜産は基本的に■解体JC向かうことになっすこ6 

第さに，以上の要因に対応するものとして流通侧の 

要因をあげることができよう。すなわち，この間に， 

旧来畜jま物流通を実質的に牛耳っていた家畜商,★肉ス 

問屋の支配が徐々にれ ,，大量生途，大量消身に一*応 

マッチした流通構造んの移行がみられたのやある。具 

体的にはまず昭和20年代後半以降の農協共販方式の展 

開に舰発される形で，昭和33年以降中央卸売市場，地 

方卸売ホ場が開我され，昭和さ5年以降★肉センタニが 

設置されることになった。それらは家畜商.食肉問屋 

の流通技術独iJ：了を錄々に網してゆき, 畜專8を取引りそ 

れなりの r公正j  .化をはかったといいうる。t らにそ 

れらの「公正J な取弓Iギ大量輸送を技術的に,可能にし 

たところの枝肉流通の.普及，冷凍 ♦ 蔵技術の進歩等 

も流通構造のまイヒに寄与するととになった。これらの 

結果, ま産物流通も一応大量生産,大量消費に対応し 

た商品流通形態をとることになったのである。

以上の要因, さらに農業基本法（昭和36年）にもと 

づく政策的助成，すなわも選択的拡大ii(：策の‘一環とし 

ての農業近代化資☆創設r 畜産物価格安定法0 制定な

(19)
どが畜産の振與卞插進したことによって,およそ昭和 

40年ころまでには，畜産は旧来の副美的性格のものか 

ら， つの独立めな部n として商品生座‘的に営まれる 

ものへと资イヒしたのである。そL てそウ過程は,同時 

に商品経済的な競争係を畜産経営にもたらすもので 

あひ，結果ゆに経営間の階層差を生じさせ，したがっ 

てま寄摩大規模経宵© 析出を促す過殺でもあった。

( 2 ) ま産大規棒経-の性格

ここ以上のような耍因によって析出された吉産 

大威摸経営について，その性格を確認することにしよ 

う。（なお, 以下の分析では階® 14亦さリ明白に現われでい 

る点をffi说して対象都府跟の養腹, 養鶴に限定している。 

しかしをの意味では，ぜひとりあげるべきプロイラ一を抬象 

しているのは，主に統1+の不整備という理由によるものであ 

る。）

まず第一に大規模経営のシェアそ、ぁるが，これをみ 

るために第3 !!0 こ飼養媒摸別飼養戸数，飼養頭羽数を 

示した。とれによって雄認されることは，大斑摸経営 

の飼韻声数は絶対数においてなお少数にとどまってい 

ながち，構成比におレ、て時系列的にその比率を高めて 

いること，および愈養頭羽数につV、ては絶対数,構成 

比とも大規模経営の占める比率が相当に高くなってい 

ることである。さらに飼養頭羽数構成比を増大させる 

ことのできる規模隋層が年々上昇していることも特徴 

的である。表中の横線は，翌年から構成比の減少をみ 

る媒摸階層のところにひかれているが，それは養鶴に 

例外を含むとはいえ，全体をして年々大滅摸層に被及

しつつあ:^ルである。 ■

要するfc畜産大規模経営は飼養頭羽数の庄倒的部分 

を占めつつあるが，をれは頭羽数構成比を増大さ&う 

る提摸階肩をヨリ大規模層に限定してゆく傾向のもと 

で進行する南德としてとらえられるのである。

第二に，その大想摸経営の労働力基盤であるが，第 

-4 まにその概要を示した。これによると大想模経営に 

おいては雇用労働力への依存が-^応みられる力;，それ 

はせいぜい1 戸当り2 人にとどまるということで，基

>±(16)吉田寛一•水問i ；編 (•日本畜速と飼料の自給J 農文協昭和52年，72ページ。

( 1 7 )同上，260ページ。

( 1 8 )その rネ、正J の限界性については竹中久ニ雄r農资産物の读通とホ敬} 全国農業会議所昭和49年, 第2章を參照。

( 1 9 )も力とも,^ 1の点では，基本法制定後も総農業予算中, いわゆる成長作目（梁树•畜産）にかかる部分が約6 %と变化 

していないという制約的な事樊をも認識しておく必要があるだろう0
( 2 0 ) との点の細かな統計的插認については，描 搞 r裕逾上肩経営についての統計的ぎ察j  sm M；統 計 調 第 28巻第4 号所 

収，を参照。

‘ _ 1 0 5 ( 網 ，  .



注）農林#  鹿統計一家畜飼藻の慨況ーJ ネり。

— im i .510) ——

a 構成比 m t  ： %

昭40 . 1 0 0 . 0 24.0 76*0 59.2 7.9 4 .7 1.6 1.2 0.8 0 .5 : ぐ

0-1
41 100*0 21.8 78.2 55.1 10.3 6.5 2 .6 1.7 1.2 0.6 0.1
42 ‘100;0 25.2 74.8 52.6 8 .7 6.3 2.6 1.9 1.5 0 ‘9 0.1 0A 0.0
43 100.0 29,2 ‘ 70.8 48,1 8 .6 6.2 2.6 2.2 1 .8 1.1 0 .2 0.1 0.0
45 100.0 29.3 70.7 40.4 11.4 8.5 3 .6 2.8 2.3 1.4 0 .2 0.1 0 .0
46 100.0 メ 36.9 . 6 3 . 1 35.4 8 .6 7.5 3.0 3.4 2.8 2.0 0.3 0.1 0 .0
47 100.0 40.0 60.0 31.6 7 .6 7.4 3.3 3.7 3.4 2.5 0.4 0.1 0.1
48 100.0 43.9 56.1 26.6 7 ,8 7.5 3.3 3.7 3.4 2.9 0.5 0.2 0.1
49 100.0 ,46 .1 53.9 22.5 7 .8 6 .4 3,9 4.1 3*9 4.0 0.8 0.3 0.1
50 100.0 4S.0 55.0 20.6 7 .8 7 .2 4 .2 4.4 4.5 4 ‘5 1.1 0.4 0 .2

b 飼養頭数 単位 : 1,000頭

昭40 4,907.0 990.0 3,917.0 1,006.6 458.9 517.4 316.2 344.7 427.0 523.3 -

322:5
________ ノ

41 6,180,0 1,132.0 5,048.0 919.3 606.9 739.1 478.4 503.6 602.8 '70 8 .8 489.0
42 5,621.0 1,063*0 4,558.0 711.7 396.9 573.3 391.1 442.9 611.8 803.3 262.6 236.0 128.8
43 5,413.0 1,103.0 4,309.0 575.6 328.1 467.2 324.7 430,7 603.6 885.9 279.1 256.3 158.2
45 6,335.0 1,236.0 5,099.0 477.7 446.7 601,2 .437.0 521.5 774.7 1,000.0 355.0 279.0 206.1
46 6,904.0 1,667.0 5,236.0 371.7 335.4 488.0 319.8 590.5 823.2 1,298.0 429.9 306.5 273.1
47 6,985.0 1,680.0 5,306.0 287,4 223.2 405.2 316.1 540.7 859.7 1,465.7 521.0 337.7 348.3
48 7,490.0 1,753.0 5,737,0 269.7 222.4 384.3 294.3 509.6 846.0 1,607.6 615.9 406.0 581.3
49 8,018.0 1,782.0 6,237.0 193.0 190.1 289.7 286.3 468.2 791.0 1,832.2 833.2 631.1 721.7
50 7,684.0 1,445.0 6,239.0 155.2 153.4 255.5 250.6 416.7 751.3 1,769.8 939.9 675.9 870.3

\ y 構成比 雄位：%

1 .卿
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第 3 表一1 飼養頭羽数規模別飼養戸数，，飼蹇頭羽数(養脉）

a•‘ 飼養戸数 単位：1,000戸
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-
0
.
9

を1

2

mb' 桃成比 %

単位：%&’桃成比

1 -4 9 50
'99

100
--299

300
~499

500 
〜999..

1,000
-1 ,999

2,000 
〜2,999

3,000
^4,999

5,000 
〜9,999

10,000
U '

のみ

成 め す 羽 数 -M
a. 飼養戸数 ' ' 位 ：1,000戸

b. 飼養羽数 単位：1,000羽
昭40 86,100 19,260 4,900 10,700 7,130 11,760 11,270 5,610 . ~~：—

1G；470
-_i_-- ' --

41 92,103 17,731 4,183 9,950 6,981 12,027 13,706 7,348 20,178 ,レ

42 95,689 14,937 3,756 8,483 7,690 11,534 14,402 8,358 8,863 17, 664
. . _ .

43 111,145 13,532 3,466 8,477 7,633 11,908 16,513 11,183 11,463 11,166 15,808 ——
45 118,201 10,645 2,776 6,754 7,023 12,001 18,247 12,804 13,234 13,687 21,029 —

46 123,906 9,264 2,234 6,556 5,172 11,454 17,276 13,103 14,365 16,379 28,103
47 121,327 6,999 1,452 4,321 4,068 9,254 14,911 11,826 15,950 18,616 33,841 *—

48 121,004 5,466 1,249 3,266 3,097 7,658 12,495 11,597 16,940 18,611 40,625 —
.49 120,865 4,171 888 2,432 2,484 6,218 10,907 10,922 16,594 19,149 47,100 一

50 116,420 5,667 ■■ 1,553 3,902 8,369 9,390 14,305 20,754 52,480 , — -

昭40 100.0 90 ,9 2 . 9 ' 2:5 0 . 7 0 . 6 0 .3 0 .1
S I ■ ' I I I. * V—.—— 

0.1 2 . 0
41 100.0 90 .7 2 . 7 2.5 0 . 8 0 . 7 0 .4 0 .1 0 . 1 2 ,0
42 100.0 90 ,6 2 . 6 2 .5 1 .0 0 .8 0 .5 0 . 2 0.1 0 .1 1.6
43 100.0 89 .8 2 . 7 2.7 1 .1 0 . 9 0 .6 0 . 2 .0 ,2 ,0.1 0 . 0 1.7
45 100.0 90 .3 2 . 6 2 .5 1.1 1.1 0 . 8 0 . 3 0 . 2 0.1 0 '1 1 ；1
46 100.0 89 .5 2 . 6 3 .0 1 .0 1 .2 0 . 9 0 . 4 0 . 3 0 .2 0.1 1.0
47 100.0 89*5 2 . 4 2.6 1 .0 パ1.3 1.0 0 . 5 0 .4 0 .3 0.1 0 .8
48 100.0 89 .3 2*3 2.6 1 .0 ■,1.4 1.1- 0 . 6 0 . 5 0*3 0.2-, 0*5
49 100.0 - 8 8 . 8 2 . 3 2 .6 1>0 1 .4 1.3 0 ‘7 0 . 7 0 .4 0 .3 6 .5
50 100:0

■ V.
93.6 0 . 8 1 .2 1.3 0 .8 0 . 8 0 .6 0.5 0.4

广;3

現段階における農民層分解につI；、ての一考察

第さ表一2 飼養頭羽数規模別飼養声数•飼養頭羽数(養鎮)
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第 4 表 飼 養 規 横 別 1戸当り裹業従«f者数

注〉鳥林省•'ま塵物生産費調査J より。

V 規 飼 ' 養 頭 . 数 M 養 羽 数

1~4 5〜19 20
~49

50
’ん99

100
〜 299

300 300
--499

500
~999

1.000 
~ 2 ,999

3,000
-4 ,9 9 9

5,000
-^9,999

10,000

昭
40

家族
雇用

2.8
0.0

2.7 
010

2.8
0.0

2.6
0.0 0

で
2>

2.6
0.0

2.8
0.0

3.0
0.1

2.9
2.0

42 家族
雇用

2.6
0.0

2*7
0.0

2.6
0.0

2.7 2.7 -  
0.2

3,7 3.5
0.0

3.1
0 ‘1

3.0
0.6 '

44 家族
雇用

2.6
0.0

2.6
0 ‘0

2.5
0.0

2.6
0.0

2.9
0.2

2,4
0.0

2.6
0.0

2.7
0.1

2.9
0.6

46 家族 
肩用

2.5
0.0

2.4
0.0

2.5
0.0

2.7
0.0

2.7
0.0

2.5
0.0

2.4
0.0

2 ‘6
0.1

2.7
0.1

~2t9
1.0

48 家族 
履用

2.0
0.0

2^6
0.0

2.8
0.0

2.3
0.0

2.6
0.0

2.8
0.0

2.5
0 ‘0

2.6 ■ 
0.0

2.5
0.0

2.7
0.2

.8.

.7.

50 家族
雇用

2.0 2.0 2.1 2.2 2 .0 , 2.7 2.6 
0.0 -

2.4
0.0

2.5
0.0

2.6
0.3

2.6
0.6

3.0 ; 
1.8

本的にはそこでもま族労働力が中心になっていること 
(2】、

が知られる。さらに量的にのみならず，質的にもi 他
(22)

の就業先よりも高い賞金をま仏いうるとは考えにくい

ま産経営に雇用される労働力の質が一般に低'^、もので 

あり，補助労働者的意味しがもちえないのではないか 

と考えられる。 ■
結局,大規模経営にあっても労働力甚盤の中心は家 

族労働力であって, 肩用労i ! f力は量めにも質的にもそ 

の補完的意味しかもちえないといえよう。

第三に資キ額の問題であるが，をの概要を第5 まに 

示しすこ。ここでいう資本額は,もちろん範としての 

資本を章味するものでほなく, 土地以外の生産爽素の 

価格ま現にほかデf らない（具体的には表の注を參照X そ 

れを前提にしてまをみると，まず大規模経営はど資本 

額が大き < なっていること，ついで資本額構成にネ’け 

る流動資本額の比举が概して大規棱経営はど大きくな 

っていることなどがみてとれる。すなわち,大規模経 

営になればなるほど必要とされる資本額は増大し，し 

たがってそれだけの準備がない限り，大規模経営とし 

て存続することもできなくなっているのセあるが,そ 

の資本額の大いさは必ずしも隔絶とした生産力的優位

の基礎としての労働手段装備を反映したものと,はいい 

きれず, 単に規模波大に伴ってi t 例的に必要となる労 

働対象の増大を反映する側面をも強!くもつものといえ 

：&のである。このことは，飼料生庫:との結合を断っナこ 

「加工業的畜;まJ に特徵的なぎ態といえるが，その立 

ち入つた意味については次節で検討することにしたい。

第西iこ, このような大規模経営が経営的Iこはどのよ 

うな性格をもつものであるか，これを畜産による所得 

の家計費充足率から検討してみよう。そこで第6表に 

養揉摸別にみた養膝.養鶴所得による家計費充足率 

を算出した。それはまの注に示されを算式にもとづく 

ものであり，厳密にいえは’，養膝 養鶴のみの所得率 

ではなく述常それよりも高い農業所得率を用いている 

すこめ,家計費あ足率算出式の分子は現実よりも大きく 

計算され't いるといえる。そのことは資料の制約上や 

むを支ないとして, この表によっズ注目されることは， 

何よりも数値上'm 、う限り，養膝♦養鶴所得のみによ 

って家評費を充足しうる階層が認められるととやある。 

すなわち，ここでは理論的にいって養.膝 • i l 幾の專作 

経営の存立基盤が整えられていることが示唆されてい 

i ) めである。畜産の旧来の副業的性格を考えれぱ，こ

注(2りもちろん, 屈用受入れjijrまに限定した場合の雇用躲摸は，以上のような全ま座-,経営の平均履)A規模よりも大きくなって 
いる。統計によって確認される眼りでいうと, それは養厥の昭和404f-100頭以上層，50年伽0®以-ら層（いずれも統計の 

最上層）ではいずれも2*1人の坪-屈を照い入れておル養鶴のI旧和40：fp3,000羽以上層ではM 人の年Fd受入れ，といろ 

ことになっている。'特に養膝の場合，：全'平均とのズレは大きいが，.それでもなおささや力、な水準であるといえる。

( 2 2 )例えぱ雄者の調® こよれぱ，相摸原市1盤鶴経営農家の® 用労働者2 ：̂, (央婦) の貨金は旧和5坪現在,贷しま件きと 

はいえあわせて月15ガ内にすぎない。 '
( 2 3 )寄まの所得率は他のff旧のモれに比べて箸しく低い。ちなみに昭和50律の生要農物の所得率を比較してみると，輔作 

で62 .9 % ,野菜で62.0% ,振樹で59.3 % ,養脱で35‘0 % ,義纖で26.4%となっている。 ,

—— 108(5i ぶ) 一 • '
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第.5 表 飼 養 規 模 別 1戸当リ榮業資本額

単位ニi  ,ogopg b‘ 養鶴’ 単位 : 1,000R

\ 想摸
網 養 照 数 飼 養 羽 数

ミ

0〜 49 50 〜 99 100
-1 9 9 200〜 0 -2 9 9 300

~499,
500
-9 9 9

1,000
-1 ,9 9 9

2,000
-2 *999 3 ,0 0 0 -

昭
40

固定資本 
流動资本 

計

544.7 
344.1
888.8

1,166,5
631.7

1,798.2

1,768.1
1,620.8
3,388.9

644‘0
206.9
850.9

905.0
441.7

1,346.7

1,357.4
782.9

2,140.3

2,483.3
1,498.6
3,981.9

4 i
固定资本 
流動☆本 

nt

967*5 
356.2 

1,323‘7

1.457.1 
677.0

2.134.1

2,027.5
1,733.7
3,761.2

639.6 
219. S 
859‘1

1,067.0
446.3

1,513.3

1,088.5
863

2»551.6

2,756.8 
1,586.4 
4,•343.2

42
圓定資本 

流動資本 
nt

1,116.6
277.9

1,394.5

1,376.2

1,867.9

3,159.1
1,888.6
5,047.7

710.6
218.5
929.1

969.4
482.3

1,451.7

2,120.7
863.7

2,984.4

3,035.8
1*699*9
4,685.7

43
画定炎ホ 
流動資本 

評

1,319.6
310.7

1,630.3

1,935.9
814.3

2,750.2

2.942.5
1.383.5 
4,326.0

5,358.9
3,821.8
9,180.7

718.8
224.9 
943.7

1.147.2 
463.0

1.610.2

2,056.5
851.6

2,908.1

3,188.9 
1 , 4 4 5 . 1 .  
4,634.0

44
固定資本 
流動資本 

計

841‘3 
305.8 

1,147.1

1,378:4
405.7

1,784.1

2,364.5
1,054.3
3,418.8

2,501.7
1,669.9
4,171.6

683*2
318.6

1,001.8

1,232.1
545.6

1,777.7

2.305.7 
1,077.1
3.382.8

3,304.4
1,693.6
4,998.0

"'6 .064 .9
3,650.2
9.715.1

45
固定資本 
流動資本 

計

1,395.5
182.8

1,578.3

2.538.2 
772*1

3.310.3

3.435.9
1.367.9 
4,803.8

6,275.2
3,011.6
9,286.8

737.0
219.7
956.7

1,819‘9 
483.4 

2,303.3

2.386.4 
845.0

3.231.4

3,461.6
1,396.3
4,857.9

6,815.5
2j937.6
9,753*1

46
圓定資本 
流動資本 

計

1,892.6
540.5

2,433.1

2,137.1
710.3

2,847.4

3.098.6
1.340.6 
4,439.2

5,704.6
3,578.2
9,282.8

720.9
182.9 
903.8

1,776.7
508.9

2,285.6

2,277.6
822.6

3,100*2

3.343.1
1.485.1
4.828.2

4,735.7
2,415.5
7,151.2

8.638.5
5.367.6 

14,006.1

47
Eil定資本 
流動資本 

計

1,338.3
• 2 9 4 . 4
1,632.7

1,857,6
784.5

2,642.1

3,902.-9
1,485.9
5,388.8

4.925.2
3.382.3 
8,307.5

' 如0.9 
238.8 

1,169.7

1,570.0
603.9

2,173.9

1,937,5 
883.8 

2»821.3

3.567.3 
1,656.8
5.224.4

4,196.8
2,374.7
6,571.5

8,535,5
4,916.8

13,452.3

48
固定資本 
流動資本 

計

1,165.1
279.8

1,444.9

2,925.5
1,276.9
4,202,4

3,814.5
2,082.3
5,896.8

9,267.9
6,252.1

15,520.0

514.9
193.9 
708.8

1,888.4
907.8

2,796.2

2,254.8
1,202.7
3,457.5

3,622.8
2,174.5
5,797.3

4,857.5
3,2'58.8
8,116.3

7,800*5
6,742.6

14,543.1

49
固定資本 
流励資本 

計

1,361.2
387.4

1,748*6

3,548.1
1.090.0
4.638.1

3,653.3
2,115.9
5,769.2

9,717,7
7,321.9

17,039.6

1,027.5
488.8

1,516.3

1.342.8 
1,007.0
2.349.8

1,801.5
1,248.3
3,049.8

3,098*7 
2,826^1 
5,.924.8

5,034.6
4,541.0
9,575*6

9,138.9
9,550.1

18,689.0

50
画定資本 
流動資本 

計

1,490.4
396.9

1,887.3

3；000.7
1,425.6
4,426.3

5,128.2
2,681.9
7,810.1

14,893.0
10.493.7
25.386.7

858.8
363.5

1,222.3

867.0
827.5

1,694.5

2.565.5 
1,427.1
3.992.6

3,55111
2,608.8
6,159.9

5.255.9 
4,426.0
9.681.9

9,605.7
*8,837.7
18,443.4

注）1 . 農林當「農家の形態別にみた農家経済J より。
2 . 圓定資本とは建物，自動ポ（その農業使用割合分）およびj i 擴具，動物，植物を指し，流動資本とは流動 

物財貴（農業経営貴一減価價却费，ff l用労货，支払小作料) のK を指すものである。：

ろして畜産による所得のみで家計費を充足しうる陪層4 1 ,4 5 , 48〜50年の制格下落，

が析出されていること自体，それなりの意義をもつも 

のと考えなけれぱならないだろう。

た)^この評施には重大な制約が付されているといえ 

る0 それは夢計费充足率が年ごとにかなり鼓動してい 

ることである。このことは家|十費自後のま動を別にす 

れぱ，主に畜産物価m変動に親定された事態であ 

実際，価格変動と家計費足率の変動とぱ軌を一にし 

ている。ちなみに第1 因?こ膝肉，鶴卵の価:^変動を示 

したが，とのうも実資额に着目すると膝肉では昭和

および昭和4も 46, 47 
年め価格上昇，鎮卵では昭和4 1 ,4 3 , 45, 48〜50年の 

価格下落ぉよび昭和47年の価格上昇が目☆ つ。家計費 

充足率がこれとはぱ同様の騰落傾向をたどっているこ 

とは第6 まにたちかえってみれぱ明白'"d'ある。このよ 

うに家計費充足率,:したがってまた所得水が生産物 

の価格変軟に想定されて不安定て’あることは, あ：6 年 

の所得の有利性の評価が,他の年の所得の不利によ 

っそ相殺:されて行なわれるべきことを示唆するもので

ある。 ‘ .

注(24) ただし昭和49平め大きな-落もとみはいわゆる石油シg' ダクに伴う愈料価格の急騰（49年度の配合飼料価格は，47年度 

のそれに比べて72. 1% もの上界をみf c ) による例外的ナム事象といえよう。 *

— 109 (5J3) —
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第 6表

養隊

飼養規棋別•養膝，養鶴所得によるま計费充足串

単位；％ b. 養鶴 # 位 ：％

\ % だ': 飼 養 頭 数 規 摸 .飼 . 養 羽 数 成 换

^\i\ 0 50 100 200 0 300 500 1,000 2,000 3,000
次 \ 〜 49 〜 99 ~199 〜 299 〜 499 -9 9 9 -1 ,9 9 9 -2 ,9 9 9 . .

昭40 
41

41.4
45.7

70.6
61.5

23.2
22.1

40*7
42.7

83.6
81.4

116;9
94.5

142.7
127.4

42 16.8 59.3 - 84： 5 24.,1 45.2 57.1 120.4
43 55.1 71.4 110.6 260.8 19.1 37.0 56*3

98.5
86.3

44 46.8 by. 4 93 .9 16.4 25.0 6Q.3 139.8
45 16.5 56.7 53.3 91.0 8.8 14.9 27.3 73.5 127.7
46 26.2 46.7 61.1 146.9 5.2 23.1 35.3 50.8 124.6 189.4
47 21.6 42.7 93.6 110.9 7.2 25.5 43 ；9 78.2 137.5 .195,3
48 14.0 41.8 38.4 131；2 2.9 35.9 25.6 44.4 104.1 72.5
49 14.8 45.0 39.4 148.8 10‘ 0 0.8 25.6 39.8 63.8 149‘9
50 16.5 70.3 102.0 201.5 4.8 45.7 39.7 60.5 88.1 134.1

注） 1 . 廣オm 「農家の経常形態8 にみたi i 家経済」(各ギ)より作成。
養 脉 ，養鶴所招による家 H ' t 充足率

__泡養规模別養脉，養鶴飢収益X 飼養規模別，-業所®  
— 飼 養 规 模 別 家 H t 貴 ^

第 1 ® 肉隊および鶴卵価格の推移

肉滅名自滅

鶴卵名目額

肉脉樊贺額

m m n u

昭40
法） 1 ‘ 農林4  ̂ •■廣村物価货金統計』より。 .

2 . 肉膝は生体lOkg当り，劾卯はl (® g i Vり伽格* *‘ . . ,
3 . 実资額は昭和 <15かを100とする食料品卸5*6物価指数によって名0 額をデフレ- ^ ト 

さ-If•たもめである。

1 1 0 (614 )

...--，，.キキ
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現段階における農民層分解についての一考察

以上，要するにおよそ旧和40年ころまでに形成され 

たま産大規模経営は，その後徐々に生シア を 増 大  

させつつあり，経営手段的には購入飼料に依存しなが 

ら, 労働力面では家族労働力を中'{>とし，流動資本に 

かなりのウ;一 トをおくとはいえ相当.の資本額を装備 

しており，経営内き的には畜まの尊:作的経営として自 

立する冗能性を•^応与えられたものとして银在してい 

るのである。こうした点は[農家以外の農業事業体J

(以下 r事業体J と略す）をも考慮した場合，一層明確 

になると考えられる。そこでその概要を確認しておく
C26)

ことにしよう。

まず，fぽ業体J 全休の概婆を第マまに示した。と 

れにょると，全体として r事業体j は多な経.営形態 

からなるが，小農経営との関速,経営1:1的等をつきつ 

めて考えれぱ，本来© 意味でめ T本業体」は [枕式会: 
社J rその他の会社J (以下あわせてr会社J と略す）に限

経営形態別

第 7表參家以外の嚴業ま業体め槪要

単位 : 事業成，%

総事業休数
協 業  
経骨体

桃式会社 : その他 
の会社

M  .協 
そのイ也

国 •地方 

公共 l i l体 学： 校 その他

昭45 

50

(経骨目的） 
服 ，， 売 
收草地経営 
そ の 他

12,230 
(100.0) 
1 2 , 5 2 1 ■ 
(100.0)

7,932 
. 1,461 

3,125

4,697
(38.4)
4.164 
(33.3)

4.164

(7 a) 
1,237 
(9.9)

1,157
3

77

1,008
(8.2)
1,443
(11.5)

1,424
6

13

1,477
(12.1)
1,531
(12.2)

797
331
403

998
(8.2)

1,101
(8.8)

52
341
708

743
(6.1)
731

(5.8)

1

724

2,436
(19.9)
2,314
(18.5)

331
783

1,200

b . 主位部門（作目）別

計
‘tめ nr* —丄 :Z：、-

農作物
野莱

施設
園敦

来樹 肉用牛 養脉 養鶴 養香
しレ、
たけ等

その他

昭45 7,370 813 197 .73 175 1,071 582 311 897 1,665 719 460 387

50
(100.0) (11.0) (2.7) (1.0) (2.4) (14.5) (7.9) (4.2) (12.2) ,(22.6) (9.8) (6.5) (6.3)
7,932 609 273 160 262 946 536 664 916 1,781 514 541 730

(経常形態） 
協業経営体

(100.0) けマ) (3,4) (2,0) (3.3) (12.0) (6.8) (8.4) (11.5) (22.5) (6.5) (6.8) (9.2)

4,164 460 191 127 158 824 308 234 325 388 453 473 223
全 社 2,581 19 , 47 23 49 94 182 158 405 1,200 23 46 336
そ の 他 1,187 130 35 10 55 28 46 272 186 193 39 22 171

2 * 主位部P 1 (作目）別は販売目的の取業体のみを対象としている。
3 . (経営目的）（経営形態）はいずれも昭和50年についでのものである,
4 . 昭和45年は沖繩をまず，昭和50年はそれをきんでいる。 .

定されることが知られる。そしてそめ r会社j は全体 

としての r事業体J の数がさはど墙加していないにも 

かかわらず，着!!にその数を増加させていることにも 

注意しておかなければなるまレ。また T事業体j の経 

営内容については,全伴としては養鶴を中心とする書 

産そして果樹が多ぐ;̂£ っているが，本来的 r事業体J 
である i"会社j のはとんどはま産を営むものであるこ 

とが知られる◊.

そこで，次にま産 ''事業体_]そのものに立ち入って 

•_ ： ： 1 ：--------，—— ——— . . . . ド .
>±(25) r車業体J を直接分析視野に入れた班究は, 資料の制約もあって今日のところ乏しい状態であるが，例えば，瓶峻衆E? 

前掲説文のはか，大内力r日本農業論J 岩波書店昭和53年, などがある。

( 2 6 )もっとも旧和50ギセンサスによれぱ，昭和45年以降， 5964 T車業体j が新た,に設立されたとのことセあるからこの5 
年間にr事業体j 数がはとんどかわらないととは, 新設とはぱ同数のr事業体J 力’、解体されているととを意味するもの 

である。r事業体J の不安走性はとうしたis iからも推測されうる♦ '

一一 111{ 515 ) —

みよう。まずその経営規模を第8 表に示した。これに 

よって r事業体J がかなウ大規模な経営であることは 

明白である。昭和45年から50年にかけて小規模経営は 

激減, 大摸摸経営が激増し，結果的に1■斯業体j あた 

り.平均飼養頭羽数は養膝で415.5頭から986.1頭へ,養 

鶴で15,968, ‘ 9羽から36,829,5羽へと増大しているので 

ある。特に小農経営によっては技術的に無理があると 

思われる養膝500頭以上規模,養鶴10,000羽以上規摸 

の経辑が昭和50年にそれぞれ69.6%, 71‘4%を£ めて
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a. 養脉

第 8 表 養 隊 ，養錫を主位部門とする丧家以外の參業事業体数

単位 : 事業休b. 養鶴 単位:事業休

\ 飼 養 頭 数 规オ % 飼 養 羽 数 规 摸

\ 1
S

99

100
}

499

500

999

1,000
r

1,999

2,000 1
1

1,999

2,000
1

4,999

5,000
1

^,999

10,000

49,999

50,000

99,999

100,000

昭45 174 332 130 46 18 72 158 227 377
50 43 174 142 156 198 24 72 159 468 104 64

いる事実は注目に値する。このような薛営であれぱ， . 
当然畜産単作経営であろうし，当然雇用労{動力を入れ 

ているものと思われる。そこで r会社J に つ 、ての雇 

用状況をみると第9 表のとおりである。ここには，[会

社」のほとんどが雇用労働力を受入れていること， 

をして 1■会社J あたりの専従雇用者はおおよそ1 0人前 

後であること，加えて臨時雇も相当数存在しているこ 

と力';ポされている◊もっとも専従腐用者には経営主お

第 9 表 •■会社J における雇用労働力の概ね

単位：事業休,人

\ .対象総計

專 従 m 7 R 者 臨 時 m
受 入 れ

m m m
. のべ人数

事ま休あたり 
m 人 数

受 入 れ  
事業休数

の ぺ 人数

昭45 1,797 1,691 4.621,460 1,069 761,711
昭50 2,581 2,514 7,087,614 10.3 1,459 1.124.466

注）1 * ，林を「農業センサスJ *■農'象以外の農業-ル;業体調あ報告書』より。
2 , 対象は「事業休J のうちの販亮を目的とする「会社」である。

的に純化された経営形態であること自体疑いのないと

ころであり，それはそれとして評価しておくべきであ

ろう。

よびその家族が雇用形態をとっている場合を含んでい 

るため，必ずしも額面通りにその数字を受入れること 

はできないし，それを'無视したにしても資本家的経営 

としては，なおミゼラプルな水準にどどまっているも 

のとみなければならない。そうした不十分性認めら 

れるにせよ，農寧経営との対比でいえば,やはりとこ 

では属用労働力が一定の意味をもっているといえよう 

そしてその場合

畜産大規模経営と農民層分解

特に注目されるのは，商社資本をぱ
(27)

じめとする農外資本による大規模な畜座経営であろう<

ところでは上のような畜産[事業体J の生産シo lT  
であるが，それは養膝で昭和45年6、2% , 50年11.3% , 
養鶴で同じく1し3%, £9.9 % となっていろ。特に養鶴 

の約30% のシ -ア は注目に値するし， 5 年間における 

シアの伸びもそれなりに評価されるべきであろう。 

ただし，今後もこうした鎮向が続くかといえば，その 

点では，この5 年間に日本経済全体が大きな基調変化 

をとげ，いわゆる高成長的体質の雄持が困難になり, 
それによって後にもふれるように，需要側面からもま 

産の発展傾向にプレーキがかけられるため,それほど 

単純に榮観することはできないように思われる。

いずれにせよ， r事業体J はさまざまな問題を内包 

しながらも，廣家による大規模経営よりも一‘層企業家

ここでの課題は，現段階日本農業における農民層分 

解の特質,とりわけその上向的展開にとって畜産大規 

摸経営がどのような意義をもつものであるかを梭时す 

る点にある。その検討を，最初にふれておいたように 

資本家的経営の成立を困舞にしている条件として考え 

られる生産力格差の問題，および•■廣産物価格形成に 

おける『再生産論』的限界J .との関速や行な.V S 最後 

に小括する。

( 1 ) 畜産大規模経営と生産力格差 

すでにふれように,購入偏料を基盤とする畜産の 

全体とb ての生産力水準は戦前のそれとは— 変したも 

のになっていをが，経営階層間の生摩カ播養はどのよ 

うなものとして考えられるであろう力んこれを第2 因 

の飼養規模別填位当り生費よってみてみよう。こ 

れによると，全体しては大規模择営に至るはど生ま

> ±(27)その概要については；ややホいが, 全国農業会議所r農外資本の亩産進出に関する調教結染ぎおJ I旧和47印.，に評し 

ぃ。

112 (516) ——



現段階における農民層分解につ、、ての一考察

力発展の程族が高くなっていること，しかしその格塞 

は養膝20"^49頭規模, 養魏1,0 0 0 -2 ,999羽'想摸を境と 

して純化ないし逆15想向をポしすいることなどが読み 

とれる。とのととを具体的に確認すると，例えぱ昭和 

50年において最大規模層と最小規摸)f の生産費格! ! は， 

養膝で1 頭当り約3,000円となっており，これを300頭 

規模にひき直せぱ約90万円ということI'こなる。また養 

鶴では100羽当り月平均約5 万円はどの格塞がみられ， 

とれを1 方羽規模にひき直せぱ約500万円というとと 

になる。これらの数字は，一見したところ大きな意味 

をもちうるかようである。しかし，ここでの比較が 

経営的意味を著しく異にする規模階層間の比較である

'-ことに注意しなけれぱならない。実際，養膝50頭未満, 
養鶴M00::;羽朱满のte営といえiざ，すでにM b まから 

も明らかヤあるようIこ, 專作的経倉でi t あレんず， m  

合によっては，まともな生産設備を敏ネヤいない経営 

ですらありうる。そこで, 同じべ昭和50举につH/、て最 

大規模層を救厥50〜99頭, 食鶴1,000〜2,99的5層と比 

ベてみると，格差は養膝の場合逆格差とがりi  ‘養鶴め 

場合も100羽当り約4 ,000円， 1万羽当り約46|^内とい 

うことになる。このような状態であれぱ，trjL.ろ全休 

として格差がないこ:とを處i騎する方が適切でおるとも 

思われる0 しかし一応̂認められる格!!め由を检討す 

れぱ，それは飼料など生ま資材の大量仕A れt よるメ

第2 図飼養規模別単位当リ生産費（第2次生産費）

f q  a ‘ . 養 脉 （，1 頭当ゥ）

45.000

40,000

35,000

30,000

円
450,000

400,000

嘯 0350,000

300,000
昭49

b . 養 勢 ( 月平均100羽当、)，ただし,昭和 
40年ほ正常卵100kg当り）

'昭50

昭 49 ； j

；.

丄
5 20 50 100
J J r  J

19 49 99 299
1 . tm ts「布座物生血が調ホJ よケ。 ) , , .ム ょ 3 姚
2.  • ' ^ 2  とはりn合;什から?>5iJ産物® 格を差’j l いた绝

に炎木# Y ‘，地代を加えたものである。
3 ‘ 昭和48ザ-は ?̂;|1|位機に件う俩料俩格の激，在の影想で他のギ次 

なるため，49ゴドをこれにかえて示した。 '

13 ( S i r )



リット，ないしは管理のさとい 

められるといえよう0
•た技能的要因に求
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部門も農業一般の場☆ と同様,なお 

資本家的経営の成立を可能にするは 

どの (■不等質次元J 的な，格塞拡大を 

みているとはいいがたいのである。 

ただその原因については，若干の言 

産の特殊性を考慮しておく必耍があ 

る。というのは，一般に農業におい 

て飛躍的な生ま力発展を制約してV、 
る要因として考えられた経営！)け也面. 
積拡大の制約性が,ととでは基本的 

に問題になりえないからである。す 

でにふれたように，畜産それ自体は 

動地面積からはほぽ独立的に規模拡 

大をはかりうることになっているめ 

である。したがって顕著な生産力格 

差が認められないことの原因は，こ 

こではもう一つの制約耍旧，すなわ 

ち生産羊段をめぐる関係によって与 

えられているとみるべきである。つ 

まり，すでにみたように「加工業的 

畜ま_ !においては，生産手段，そし 

てその価格表現としての資本額が大 

規模層ほど多くなるといっても，そ 

の多くは労働対象としての飼料，素 

畜どによって占められることにな 

っていたのであるが，実際,生産力 

発展を本来主導すべき労働手段の意 

義はきわめて小さいものになってい 

るのである。ちなみに第10表によっ 

て飼養媒摸別の生産費構成をみてみ 

ると，労働費の割合は全体として低 

く，しかも大與摸層に至るほどそれ 

は顕著に低下し，舞厥300賊以上曆 

で3 . 8 % ,養鶴1万羽以上暦で6 .2%  

となゥズいる。このことは,いわゆ 

る有機的構成の高度化として生力 

発展を象徴するかのようである6 しかし，問題は労働 

費以外の費/!]において，建物费，i t 具数がきわめ.て小

I
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JIS-^ X  vr ih  s le ii坎 さ の や け :#;;

>±(28)策者のHfjき取りによれば, 51察搏作経営において，管理の丧し恶しだけでもたらされる; の収益格差は, はは’ffl;n労 

働者1人のタザIj賃金総:額に相当するとのととである。
( 2 9 )もちろん，そうであるからといって密座大規模経営にと◊ て経哲耕地が全く無意味't?あるというわけではなく，飼料以 

外の作0 の作付, それによる所得の補宪と、った機能は，なお10：要な意味をもっているといえる。ちなみに昭和50年に 

??.っても養膝2OOgfi以上揺，截辦 ,000期以上層，はそれぞれ平均してL4ha, (Uhaの 営 ®MMr右t ている◊

—— 114 ( 518) ——

(
a

 

湖

S

)

1

{

 

s
i
o
T
f
^
2
b
5

 

％

 

ビ

"

9̂
-

織

5
0
S
S
H
)

ゼ

潍

叙

制

s

g

雜

i

腰
：.

i

i

t>» ̂ 0 0  ^ ■»
0  lO  OO xrH CO (N l OO
o  l> 00 O iri 寸 r-5

れ O  の . <w^
LO  rH  C Oレ
CO^s_> t-H

4 S  cTジ
0 0  eH トレ
C O '^  CV3

c5 o00 ^ <•£>
の '- ^

f

 

0 

 ̂

0 

d 

m 

^
 

^

 

♦

 

^

i

s

p

d

m

斜̂

韶

 

m

ホ
度

 

m 

m
.瓶

4
i

 

4 

 ̂
- 

^

(I.6I)
m
i
/
L

(6.0)
£
9

の

‘

(

4

S
S
I

 

I

i

 

T

 

-

〈

S
.
S

の1
3

(rl)
/
s
=̂

(

s

m

.(

の
.
6

s
 

の
s

ン

I

(6.2s)
8
6

ト

パ

I

 

(

0

.

0

s
 

s

-

0

^

.

CO ✓ V i> -✓-*% O O ' c ：i < C O  r H  ^ C T > v * ~ > .  rH ^ ***■'v CO
O  O  0 0  Cs| O  す の ト (Nl t o  r H  O  r-H <M <X> t~ i < 0

L O o O O r - ?  «~~*0 ^ c 5  C ^ O  O  寸 ト
わ O   ̂ »»-5̂ 4 V * 、■> '、_✓ ' W  、メ̂ ♦'、•《>■ir̂  rH co s^ eg

CO<-^  t H  r-C

Oo
C O

6
6
T

001
6
T
0
S

f

 0
3

T

T

域

u

o

n

,
s
6
a
.
.
b
~

O

S

’
S.
s

r

T

o
o
'
a

 
ポ

s

r

T

:
0
0
3
.
6
6
t
>

—
 

0
0
9

O )  <T> o 寸
8  I

翁

m

愿



注(30) 例えぱさ费商事を中心とするジャパンプブーム（株) がそれである。同社はプロンラ、部r j  (常時iGo万羽飼養)，殺膝 

部門（常時6万5千®飼養）力、ら成り，自動シスチAを取り入れた一大高ま経営て，ある。その詳細については，インテ 

グレーシgン研究会編r商社資本の農業進出J 全国農業会議所昭和46年，およびま由忠r食肉インチグレーシaンJ 
『日本の與業J 第101供, などを参照。 .
御園喜博T農處め価格形成論j 束大出版会t旧和52年，特に第3章を參照。 ■
このM ,明斐民狗r畜座大規模経営のメリットにつ[いて丄rM林金融J 第28巻弟3号，ま[13六順 rインチグレーシgソ 

大 廣 場 の 生 r農政調查時報j 昭和46年1 . 2j^号，などを参照。
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さい比率しか占めておらず, その大部分が飼料費，素 

畜費によって占められている事実である。養膝300 m 
以上層の建物費，農具费合計は1.5% , 料費，素寄

費合計は92‘9 % ,養態1方羽以i i 層のそれは， れぞ 

れ 2‘9冬, . 88.8 % となっている0.-.これを例えぱ水稀虫 

ま费構成（3 h a以上曆, 昭和50年)において労働費が 

39.4% , 濃具費が23. 1 占め, 肥料費, 薬剤費, 

種苗.費は，あわせても11. 6%にすぎないという関係と 

比较すれぱ, その特殊性は明白であろう。そしてここ 

にこそ，飼料生まから切り離され，それを購入に依蒋 

して成り立つ，日本的な r加工業的畜産J の一つの限 

界性をみてとることができよう。すなわち,そこでは 

畜経営とって飼料はもはや一定価格の商品として 

与えられており，飼料生座過程を包括した形'の畜産 

生産力発展の道はすでに閉ざされ,生産力発展は肥ま 

過程に限定されているのである。そうした内容をもつ 

生産力発展であれぱ，その程度はおのずと服定された 

ものにならざるをえまい。 •

しかも，をうした意味をもつ飼料は直接的に，素畜 

は原糖の輸入段階を主と.して商社資本が把握している 

ことから，間接的に，独占資本によって振供されてい 

るものとみることがやきる。をのことは,ここすも農 

民が独占的な価格ま配のもとにおかれ，その発展可能 

性を制約されて、ることを意味するのである。 - 
もっとも「加工業的畜産J を前提にしても，こうし 

た生ま力格差の状況は全く打破が不可能なものという, 
わけではない。例えば I*事業伴」の中でも商社資本の 

直^，のように，工業的な機械体系を配備して営まれる 

経営は，それをま現しようと女るものでもをともいん 

る。しかし，それらの経営における生産力発展め程度 

が，そうした経営に特殊的なものとして課せられる費 

用負担（公書防止，fe染病予防などのための費用）を相毅 

してあまりあるはど3 ネトダクンを卖現するものであ 

るかといえぱ，それは疑問である。何よりもそれら释 

営が独まめ価格決定機摇をもちえず，事実上卸売市場 

価格形成なり，鶴卵市場f®格形成なりに従っている(事 

突は，なおそこにおけるコストダウンの程度が，小農

経営のコスト水準に比べて隔絶としたものになりえて 

いないととを示すものす、あ う 。

結局，咨産fcおいてJte倒的なき産力格差が形成され 

うるのは， 勤化機械にもとづく畜ま生産が★ ま畜，

细料などの生まと有機的に統合され，全体としてゴス 

ト水準の低下がはかられる場合♦ ,ということになろう。 

資本主義の样内でその可能性が最も高いのは，モれぞ 

れの生ま部門にお、て独占的な資本家的経営が成立し， 

それが効率的に統合された場合，ということになるう 

ヵシ何よりも飼科生産の組みt みは非現実的な想定で 

あるし，次fcふれる養要の条件からしても，ままがそ 

れはどのメリジ.トをもつ部門であるとは考えに < い 

さて,以上のように生産力格差の面からは畜産大規 

摸経営のEE倒的有利さが認められないとすれぱ，窗産 

大規模経営が生産シ01ァを増大しつっあることは，ほ 

ぱ同程度の生産力水準のもとで,ま際に波らが生産を 

坡大しえたことを意味するものである。と •れぱ，そ 

こには需要の問題が密接に関連していると考えちれる。 

ネこで, 次にその問題を檢I t することにしよう0

' . . . .  : : ' 
み;（2 ) 畜産大規模経皆とマ農産物価格形成 

における『再生産論』的!^界」 - 
農産物のなかでも畜産物は果実などとともに需要弹 

力性が大きく，価格ないしは所得の条件によって需要 

を拡大しうる余地は相対的に広いといえる。例えば農 

林 省 「庭産物の需要と生産の長期見通しJ によると， 

昭和60年度の農産物，要量は昭和47年を100として, 
米で101.も小麦 1 0 9 .8 ,野菜I 25.5, 果卖131..9,牛乳 

，乳!^品 1 4 2 .4 ,肉類1 4 8 .7 ,鶴卵115.8となっている。 

実際ま畜ま物需要量は総理府 rま計調によると  

昭和30年を100として，肉類で35年13'1 , 40年216, 45 
年255, 50年3 3 0 ,牛乳で同じく167,265,292, 27Qとな 

っている。鶴卵は早くから限界に達しており，旧和50 
年に至って.も指数は120にとどまっている◊

•こうして畜産物の需要弾力性が大きく，需要拡大の 

余地が広いことは, 理論的にいって，.畜産においては， 

一般に小農経営の資本家的経営へめ上向発展を阻害し

)
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ている一要̂因として考えられたr農産物価格形成お 

けろ rw 生産論』的限界J がそれだけM和されている 

ことを意味るものであろすなわち，镜 奥 旗  

向が堅調であれば,‘そこには単位当り剰余が仮に少な 

ぐてもそれを生ま絶対量の拡大によタて増大させ，利 

满施晴の物的基礎を盤えるという'形でめ資本家的経営 

への上向転化がみとおせるのである。事実すでにポ唆 

しておいたような廣家およびr事業体J による事作的 

な畜塵大規模接営の存立基盤は主として》この方向で 

の展望のうえで与えられたものと思われる。

しかし,それが展望どおり順調に進展してゆくかと 

いえぱ，をうはいいぎH ない。というのは，以上の関 

链は米などの生食品との相対的な関速においてい免る 

£ とであり*畜産物も食料品としての同有の性格から 

独立的'やあるとほいえないからである。：すなわち i 

可処分国民所傳総瓶が絶i対的に増大してゆく過粒にお 

いて,食料品のなかでも相対めに需耍弹力性の大きい 

財貨の需要は増大しうるのである力';,それは食料品全 

体の需要が相対'的に適減してゆくという関係のなかに 

おいてのみ認められる事態であり，やがてその狭い限 

界にっきあすこらざるをえない性格のものでしかないの 

である。 このことの意味は，可処分国民所得総額の 

絶対的增大と比例的に，あるん、はそれを上回るほどに

こうしてま産物需要拡大钮[^^』にー定め限界が付され 

ざるをえなぃことは，畜處経営の上向的発展をも制約 

してぃる r奥;重物価i格形成の/『再生産論J 的限界j を 

打破する可能性もまた限定された範Mでのことである， 

ということを意味するもので'あろケ。その限界r 至る 

前に,資木ま的経営が一般的に確立して小農経営を駆 

遂しきってしま克ぱともかく，さもなけれぱその上向 

的展開は, やれて限界にぶ' からぎるをえないだろう◊

需要を拡大してゆくことの可能な耐久消費財の場合とC33)
比较して考えれぱ明白であちう。現に畜産物需要め増

大傾向は，牛乳，鶴卵では認めがたくなっているし，

肉類につ1/、てもその鋪化が否定しえないととになって
(34>

いるのである。しかも,最近わが国の畜産物消費量は

栄養学的観点からも限界に達しており，これ以上P 掀
(35)

大をはかるべきではないとの指摘もなされでいる。こ

のような指摘は,所得階層ごとの畜ま物消費量の違い 

を考處していない点で,適切な評価であるとはいいき 

れないが，そうした侧面が少なくとも高所得者層につ 

いては妥当するであろうこと自体，往意しておくべき 

である。

(3 ) 小 括

さて，以上のようにみてくると，.廣家ないし•■事業体J 
による畜産大規模緩営が資本家的経営として存立する 

可能性をのものは否定しえない?^';,それは限定されお 

条件のなかでのみ認めちれるものであるととが知られ 

る。っまり，畜産大規模経営の資本家的経営ぺの上 

向teイヒの可能性は, これまでりi ころ生産力格差の而 

からは積極的には認められず,需要拡大傾向との開速 

で認められるにすぎないのである。したがって，現実 

に畜産大規模経営の上向転化がみられものは，主とし 

て畜ま物需要力；大幅に坡大する時期, 具体的にいえば， 

わが国においてはいわゆる高度経済成長期においてで 

あると推制するととができる。このととは巡にいうとヶ 

そうした条件が喪失された時期には畜産大規模経営の 

上向転化®向にも变化がもたらされるであろうことを 

示俊するものであるもちろん，その変化は畜産部門 

内でめ競争開係をあわせもつもりであるだけに，一義 

的に上向転化を阻害する方向に進むとはいいきれない0 
しかし r事業体J による畜産大規摸経営の象徴的存在 

である商社資本の畜産経営が高蓝経済成長の終焉後， 

あらたに設立される動きがみられないこと，それどこ 

ろか解体の危機に激した事例もみられること，などか 

らすれぱ,少なくとも資本家的経営が支配的痛営形態 

になってゆく方向性は阻害されているといえよう。も 

ちろん需要の停滞状況を前提にしても，全く新たな生 

力体系が導入されて，飛躍的な生産力格差が形成さ

注( 3 3 ) との点にマいて，詳しくは常盤政治前提嘲後日本資本主義の两毕産構造にぉける農業の地{^^」参照。

( 3 4 ) とのほ向ね:また「お料構成のま化は，はじめでん粉質ゴから動#：1:食品べという経路をたどるが，さらに消費内容が 

jiミまると励物性食品の消费さえsn打ちし，とれにかわって，果獎，高級野菜などのようなビタミ'/質食品に変化の中心 
が移らていくJ (中山誠記r食料の経濟学J 同文書院♦ 11ベージ） という.社会的所得水準上界に评う変化とも関係して

いよう,
( 3 5 )例;i ぱ r 東fY;経 济 No, 3903,シンポジウムr食:！自給ホとわが国今後の炎糧戦略j を参照。

( 3 6 )商社資本等によるま盛-進出ははぽ昭和45年までに〜巡し，その後ロ立った励きをみせていない。また，前述の三羡商事 
系ジャパンファーム(ゆ)の第2 次拡張計画は, 土地の先行取得にとどまり，突現のメドは全くたってV、ないし，長く商 

社資本による養膝経賞の象徴とされていた併藤, ぱpjf系履ヶ浦まま(株)は，昭和49年以降，事業を★幅に縮小するとと 

もに，その経営も系列下のアミノ飼料，河由飼料に委ねることになゥている。 、
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れるなり，あるいは新しい生産物によって全く新しい 

需要を剑出•拡大してゆくことができれぱ，畜産大媒 

模経営の上向解化は再び可能であるといえよう。しか‘

し，前者の制約性はすでにふれたととろであるし，後 

者もなお非現樊的な想定であると（、わな;けれぱならな 

い。

結'局，農家なり I■事業体J なりによる畜産大規模経 

営は，現段階における農民層分解の特質，とりわけそ 

の上向的展開の制約性を修正する可能性を一^定の底史 

的条件のもとで確かにもちうるのであるが, a リ 般  

的に農民層分解の方向を規定し，廣業においてニ般的 

に參本家的経営が確してゆく方向性をポ唆するもの 

と評価することはできないのである。ネもそもこうし 

た関係が, ほとんど産，それも飼料生産から遊離し 

た r加工業的畜産J に限っていわれうるものであり，

土地所有と密接に結びついた本来的農業としての耕種 

部r jとついてははとんどいわれえない，ということが 

間題の一*般化を許さない端的な証左であるといえよう。

事態がこのようである限り，少なくとも農民による畜 

摩大廣填経営は, まらの意識とは別に，あくまでも小 

奥経営の# をこええないものとして位置づけられよう。

4 むすび{̂ 1かえて

以上のようにみてくると，農民層分解の古典的形態 

が今日でも看取されえ，それはi t 種部はともかく，

畜産部門等においては明白にみてとれるとする見の 

性急性ないしは観念性は明らかであるといえよう。そ 

こでこの点を最後に検討しておきたい。

例えぱ陣峻衆さ氏は，'レ一ニンのいわゆる柴約農業 

規定を基礎視角としながら，今日における農民層分解 

の特質を次のように総括されている。すなわち rg 家 

独占資本主義のもとでは一般に既存の農業経営体のプ 

ルジョァ的上向発展は制約をうけはするダ、..….それに 

よ:^てその上向発展が絶対的に抑止されたり，農業そ 

れ自休の資本主義的性格が絶対的に後退させられたり 

するものではけっしてなく，いくたの好余曲析と複#

な形熊をともないつつも，結局はそれらはつよめられ
‘ （38)

さるをえないj と。そしてわが国における現状をふま

注ひ7) 他にはぽ同様の立場にたつ見解とし?t は, 例えぱ卯赚隆-*  r農寒問題究J 青木書店昭和4S年，r現代資本主義と農 

業間题J 大月書店昭和50年，などをあげることができる。

(38) idir峻炎^ 前揭 r国家独占資本主義のもとで© 農民層分解J 277ページ。

( 39) 同上，332〜333ページん

(40) 同上，343〜344ペシジ。

■ -— 117 (621) ^——

えて, そこでの分解はr米日独,おのす盾を-^段とする 

どくしながら，一方では分解基軸の不断の上界のもと 

でますます多くの農民の脱戲‘ ズロレ.タリブイヒー一戸 

数诚ととも'に庇辺における農家滞留をつよくともなう 

形での兼業* プロ化を中心とする—— が急速に進行し 

つつあり, 他力では独占の収想卞にその有‘iz：墓盤を不 

断に脅かされながらも, 生邀力の高い，経営親摸の-^ 

層大きな上層農—— 大部分ぱ中農で'あるが，その先端 

に少数ではあるがま産部門を中心に富農を析出させfc 
— が-^，定の戸数增をともないながら形成されつゥあ 

るJ と概括されている。さらに晦峻氏はr拿業体J の 

動向にも着目してrとくにその頂点には畜産部f»|を(：!：》 

心に，少数の資本規模の大きな屑用労働力を多量に集 

積する，日本的水準における巨大経営が析出されつつ 

あるといえるだちうJ としている。

ここでの陣梭氏の主張のうち，下向分解-そのものや 

上向分解につ、、ての制約性の認識は，我々としても異 

論のないところであるし，畜産部門おいて資本家的 

経営が成立する可能性があること自体,我々も認めて 

きたととろである。間題ば, 今日なお例外的ともいえ. 
るこうした事態がどのような要因によって可能になっ 

たものセあり, そこにどのような制约要因が作用して 

いるかを具体的に検討し，そのうえで、，それが農民膚 

分解の一般的特貧にとってどのような意義をもつもの 

セあるかを明らかにするところにこそある:といえよう◊ 
そしてその意味では，例外的ともいえる資本家的上向 

発展が畜産部門において一応可能力あることに辕極的 

な意義をもたせるよりも，むしちそれらが畜産部門と 

V、う土地所有の制約から相対•的に独立し，しかもその 

生産物の需要弾力性が相対的に大きな部門においてし 

かみられない，ということに意義をもたせて問題を考 

える方が現実的であるともいえる。

しかし, 陣峻氏の見解は，ともかく農業において資 

本主義化は必然であり，両極分解形態の貫徹は必然で 

あるという命題一本ャリで畜産部門における上向的展’ 
開を農業一*般の向の兆候としてとらえるもののよう 

に思われる。その理論的説明といえば,レーニンの集 

約農業規定の援用にとどまるが，それは我々も検討し 

たところの畜産大規模鼓営の土地所有からの離脱可能
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性，それによる資本投下量にもと'^ く経営規模拡大の 

可能性を裏づけるものではあっても，直ちに■小廣経営 

の資本家的経営への上向転化を廣定する条件におきか 

えられうるもめでゆないだろう6

いずれにせよ师峻氏の見解の飛躍性は否定できず， 

それは我々のこれまでの分析等によゥて補われなけれ 

ぱならないと考えられる。そしてその場合には，結論 

はおのずと陣峻氏のそれとは異なってこざるをえない

であろう。もっとも，我々の場frもなお檢射すべき問 

題がいくつか残されている。特に畜産大M 摸経営の労 

ij過程に即した分祈，例えぱそこでの資本装備率の増 

大化,労働対象の標準化などが分解論の課題にとって 

どのようなま味をもつものか,という点は重要である 

と思われも。それらについでは他日を期したい0

(ま應義盤大学大学院経済学研究科博士課殺）
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